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１ 届出等の概要 

 ⑴ 相談及び提出窓口 

   京都市環境政策局環境企画部環境保全創造課 

   住所 京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町 488番地 

京都市役所 本庁舎 1 階 

   電話 ０７５－２２２－３９５５ 

 

 ⑵ 届出等様式 

   以下ホームページに掲載していますので、ダウンロードして使用してください。 

   https://www.city.kyoto.lg.jp/kankyo/page/0000088969.html 

  ※ 届出等は光ディスクで提出することもできます。（光ディスク提出書（様式第３１）の  

提出が必要です。） 

  

⑶ 本人確認 

   届出等の本人であることを確認するための書類（マイナンバーカード、運転免許証、個人・

法人の印鑑証明書等の写し）を１部提出してください。 

 

 ⑷ 提出部数等 

   正本１部。なお、控えが必要な場合は正本のほかに副本を１部提出してください。 

 

 ⑸ 提出期限 

算定方法は以下のとおりとします。 

（例）工事着手の３０日前までの場合 

５月１日 ５月２日 ５月３日 ・・・ ５月３０日 ５月３１日 ６月１日 

提出期限   
中３０日 

  工事着手日 

 

 ⑹ 略称 

   本手引では以下の略称を使用します。 

略称 内容 

法 土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号） 

施行規則 土壌汚染対策法施行規則（平成１４年環境省令第２９号） 
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２ 土壌汚染対策法第３条第１項に基づく土壌汚染状況調査の結果報告 

 ⑴ 概要 

   使用が廃止された有害物質使用特定施設に係る工場又は事業場の敷地であった土地につい

て、当該土地の所有者等は、土壌汚染状況調査を実施し、その結果を都道府県知事等（京都

市の場合は京都市長。以下同様です。）に報告しなければなりません。 

 

 ⑵ 報告義務者 

   土地の所有者等（使用が廃止された有害物質使用特定施設に係る工場又は事業場の敷地で

あった土地の所有者、管理者又は占有者であって、当該有害物質使用特定施設を設置してい

た者又は法第３条第３項の規定により通知を受けた者） 

 

 ⑶ 報告期限 

ア 土地の所有者等が当該有害物質使用特定施設を設置していた者である場合 

有害物質使用特定施設の使用が廃止された日から起算して１２０日以内 

イ 土地の所有者等が法第３条第３項の通知を受けた者である場合  

当該通知を受けた日から起算して１２０日以内 

ウ 法第３条第１項ただし書の確認が取り消された場合 

施行規則第２１条の通知を受けた日から起算して１２０日以内 

 

 ⑷ 提出書類 

１ 土壌汚染状況調査結果報告書（様式第１） 

２ 地歴調査に関する資料※ 

①地歴調査結果報告書 

②根拠資料（私的資料、公的届出資料、一般公表資料） 

③現地調査記録簿 

④聴取調査記録簿 

３ 土壌調査に関する資料※ 

①土壌調査結果報告書 

②調査対象地の土壌の特定有害物質による汚染状態を明らかにした図面 

③濃度計量証明書 

④ボーリング柱状図 

⑤現場写真 

４ 地下水調査に関する資料（土壌溶出量基準を超過している場合）※ 

①地下水調査結果報告書 

②濃度計量証明書 

③ボーリング柱状図 

④現場写真 

※ ２～４は必ずしも個別の書類である必要はありません。 

 ⑸ 記載事項（例） 

   「⑷ 提出書類」の１は P4、２～４は P5～16 を参照してください。 
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様式第一（第一条第二項関係） 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

  

 

土壌汚染状況調査結果報告書 

 

令和○年○月○日  

 

 （宛先）京都市長 
 

                                          京都市○○区○○町○番地 

                      報告者 株式会社○○○○ 

                                           代表取締役 ○○○○   

 

 

 土壌汚染対策法第３条第１項本文の規定による調査を行ったので、同項の規定により、次の 

とおり報告します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工場又は事業場の名称 株式会社○○ 本社工場  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工場又は事業場の敷地であった土

地の所在地 
 京都市○○区○○町○番の一部 

使用が廃止された有害物質使用特定施設 

 

 

 

施設の種類  ６６ 電気メッキ施設 

施設の設置場所  別紙のとおり 

廃止年月日  令和○年○月○日 

土壌溶出量基準又は土壌含有量基

準に適合していないおそれがある

特定有害物質の種類 

 六価クロム化合物、ふっ素及びその化合物 

土壌汚染状況調査の結果  別添「○○報告書」のとおり 

分析を行った計量法第107条の登

録を受けた者の氏名又は名称 

 株式会社○○○○ 

 計量証明事業登録 京都府○○号（濃度） 

土壌汚染状況調査を行った指定調

査機関の氏名又は名称 

 株式会社○○○○ 

 指定番号 ○○○○-○-○○○○ 

土壌汚染状況調査に従事した者を

監督した技術管理者の氏名及び技

術管理者証の交付番号 

 株式会社○○○○ ○○部 ○○○○ 

 技術管理者証交付番号 第○○号 

  

 

作成例 

敷地であった土地の地番 
を全て記載してください。

別紙に記載し、添付してください。 

試料採取等対象物質を 
全て記載してください。 

本人であることを確認するための書類 
（P2(3)参照）を添付してください。 
。 
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地歴調査結果報告書 記載事項 

 

１ 調査概要 

 ⑴ 調査目的 

 ⑵ 工場又は事業場の名称及び所在地（住居・地番表示） 

 ⑶ 工場又は事業場及び調査対象地の面積 

 ⑷ 土地の所有者等 

 ⑸ 調査義務発生日 

 ⑹ 指定調査機関及び技術管理者等 

 ⑺ 調査期間 

 ⑻ 準拠法令 

２ 土地の利用履歴 

 ⑴ 調査方法 

 ⑵ 地形地質の概要 

  ア 地形 

  イ 地質 

  ウ 地下水 

 ⑶ 土地の利用履歴 

 ⑷ 特定有害物質の使用等履歴 

  ア 人為等 

  イ 自然由来 

  ウ 埋立て土砂由来 

 ⑸ 土地の利用履歴調査結果 

３ 試料採取等対象物質の種類の選定 

４ 汚染のおそれの由来に応じた区分 

５ 土壌汚染のおそれの区分の分類 

 ⑴ 汚染のおそれが生じた場所の位置 

 ⑵ 土壌汚染のおそれの区分 

 

 

添付資料 

 

資料１ 私的資料 

資料２ 公的届出資料 

資料３ 一般公表資料 

資料４ 現地調査記録簿 

資料５ 聴取調査記録簿 

 

周辺の見取図及び調査対象地が確認でき
る図（P8 参照）を記載してください。 

調査対象地の周辺地についても記載して
ください。（P9 参照） 
 

特定有害物質の使用等に係る情報を整理
してください。（P10 参照） 

一覧表で整理してください。 

特定有害物質の種類及び汚染のおそれが生じた
場所の位置ごとに図示してください。（P11 参照） 

作成例 
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土壌調査結果報告書 記載事項 

 

１ 調査概要 

 ⑴ 調査目的 

 ⑵ 工場又は事業場の名称及び所在地（住居・地番表示） 

 ⑶ 工場又は事業場及び調査対象地の面積 

 ⑷ 土地の所有者等 

 ⑸ 調査義務発生日 

 ⑹ 指定調査機関及び技術管理者等 

 ⑺ 調査期間 

 ⑻ 準拠法令 

２ 単位区画の設定 

３ 試料採取等区画の選定 

４ 試料採取地点の設定 

５ 試料採取及び測定の方法 

６ 調査結果 

７ 評価 

 

 

添付資料 

 

資料１ 試料採取地点一覧 

資料２ 濃度計量証明書 

資料３ ボーリング柱状図 

資料４ 現場写真 

 

  

周辺の見取図及び調査対象地が確認でき
る図（P8 参照）を記載してください。 

起点の設定方法、単位区画の面積及び区画の統合
について記載及び図示してください。（P12 参照）
 

特定有害物質の種類及び汚染のおそれが生じた場所
の位置ごとに記載及び図示してください。 
地点の設定理由を記載してください。（P13、14 参照）

特定有害物質の種類及び試料採取場所の位置ごとに 
記載及び図示してください。（P15、16 参照） 
 

試料採取地点の座標等を一覧表で整理してください。 
 

作成例 
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地下水調査結果報告書 記載事項 

 

１ 調査概要 

 ⑴ 調査目的 

 ⑵ 工場又は事業場の名称及び所在地（住居・地番表示） 

 ⑶ 工場又は事業場及び調査対象地の面積 

 ⑷ 土地の所有者等 

 ⑸ 調査義務発生日 

 ⑹ 指定調査機関及び技術管理者等 

 ⑺ 調査期間 

 ⑻ 準拠法令 

２ 試料採取地点の設定 

３ 試料採取及び測定の方法 

４ 調査結果 

５ 評価 

 

 

添付資料 

 

資料１ 濃度計量証明書 

資料２ ボーリング柱状図 

資料３ 現場写真 

 

 

  

周辺の見取図及び調査対象地が確認でき
る図（P8 参照）を記載してください。 

作成例 
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調査対象地 

 

 

・現況を正確に表す図面（測量図等）を基に作成してください。 

・地番も分かるように記載してください。 

作成例 
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２ 土地の利用履歴 

⑶ 土地の利用履歴 

 

年代 利用状況 土壌汚染の 

可能性 

根拠資料 

調査対象地 周辺地 

1945 年 

(昭和 20 年) 
田 

北 田 

南 田 

東 空き地 

西 田 

土壌汚染の可能

性は考えにくい 

地形図○年 

航空写真○年 

住宅地図○年 

1955 年 

(昭和 30 年) 
田 

北 田 

南 住宅 

東 空き地 

西 田 

土壌汚染の可能

性は考えにくい 

地形図○年 

航空写真○年 

住宅地図○年 

1965 年 

(昭和 40 年) 
住宅 

北 田 

南 住宅 

東 空き地 

西 田 

土壌汚染の可能

性は考えにくい 

地形図○年 

航空写真○年 

住宅地図○年 

1971 年 

(昭和 46 年) 
○○株式会社 

北 ○○商店 

南 住宅 

東 空き地 

西 田 

○○による土壌

汚染の可能性が 

考えられる 

地形図○年 

航空写真○年 

住宅地図○年 

1985 年 

(昭和 60 年) 
○○株式会社 

北 ○○商店 

南 住宅 

東 空き地 

西 ○○工場 

○○による土壌

汚染の可能性が 

考えられる 

地形図○年 

航空写真○年 

住宅地図○年 

1990 年 

(平成 2 年) 
株式会社●● 

北 ○○商店 

南 住宅 

東 空き地 

西 ○○工場 

○○による土壌

汚染の可能性が 

考えられる 

地形図○年 

航空写真○年 

住宅地図○年 

2000 年 

(平成 12 年) 
株式会社●● 

北 ○○商店 

南 住宅 

東 住宅 

西 ○○工場 

○○による土壌

汚染の可能性が 

考えられる 

地形図○年 

航空写真○年 

住宅地図○年 

2010 年 

(平成 22 年) 
株式会社●● 

北 ○○商店 

南 住宅 

東 住宅 

西 ○○工場 

○○による土壌

汚染の可能性が 

考えられる 

地形図○年 

航空写真○年 

住宅地図○年 

2019 年 

(令和元年) 
空き地 

北 ○○商店 

南 住宅 

東 住宅 

西 ○○工場 

土壌汚染の可能

性は考えにくい 

地形図○年 

航空写真○年 

住宅地図○年 

 

  ・概ね１０年間隔で記載してください。 

作成例 
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２ 土地の利用履歴 

⑸ 土地の利用履歴調査結果 

 

年代 
特定有害物質を 

使用等していた場所 

使用等していた 

特定有害物質 
備考 

～1945 年(昭和 20年) 確認されず 個人所有の農地 

1946 年(昭和 21 年) 

～1970 年(昭和 45年) 
確認されず 個人所有の住宅地 

1971 年(昭和 46 年)～

1990 年(平成 2年) 

染色作業場 六価クロム化合物 

1990 年に全ての特

定有害物質の使用

等を廃止。 

洗浄施設 テトラクロロエチレン 

排水経路 
六価クロム化合物 

テトラクロロエチレン 

1991 年(平成 3年) 

～2000 年(平成 12年) 

メッキ施設Ａ 

メッキ施設Ｂ 

ジクロロメタン 

六価クロム化合物 

ふっ素及びその化合物 

2000 年に特定有害

物質の使用等を廃

止。 

メッキ施設Ｃ 

メッキ施設Ｄ 

ジクロロメタン 

シアン化合物 
－ 

排水処理施設 

排水経路 

ジクロロメタン 

六価クロム化合物 

シアン化合物 

ふっ素及びその化合物 

－ 

2001 年(平成 13 年) 

～2015 年(平成 27年) 

メッキ施設Ａ 

メッキ施設Ｂ 
確認されず 

2015 年に全ての特

定有害物質の使用

等を廃止。 

メッキ施設Ｃ 

メッキ施設Ｄ 

ジクロロメタン 

シアン化合物 

排水処理施設 

排水経路 

ジクロロメタン 

シアン化合物 

2016 年(平成 28 年)～

2019 年(令和元年) 
確認されず 

未利用地（工場は

閉鎖されており、

関係者以外立入で

きない状態。） 

  

作成例 
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５ 土壌汚染のおそれの区分の分類 

⑵ 土壌汚染のおそれの区分（現況地表面、六価クロム化合物） 

 

 

  
・特定有害物質の種類ごと、汚染のおそれが生じた場所の位置ごとに記載してください。 

作成例 
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２ 単位区画の設定 

 

 

 

作成例 
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４ 試料採取地点の設定（現況地表面、六価クロム化合物） 

 

 

  
・現況を正確に表す図面（測量図等）を基に作成してください。 ・特定有害物質の種類ごと、汚染のおそれが生じた場所の位置ごとに記載してください。 

作成例 
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４ 試料採取地点の設定（排水経路等下、六価クロム化合物） 

 

 

作成例 

・特定有害物質の種類ごと、汚染のおそれが生じた場所の位置ごとに記載してください。 
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６ 調査結果（第２種特定有害物質） 

⑴ 現状地表面 

区画名 
試料 

採取日 

六価クロム化合物 ふっ素及びその化合物 

土壌溶出量 
(mg/L) 

土壌含有量 
(mg/kg) 

土壌溶出量 
(mg/L) 

土壌含有量 
(mg/kg) 

A1-1(現況地表面) 
令和○年 

○月○日 
<0.005 <25 <0.08 <400 

A1-2(現況地表面) 
令和○年 

○月○日 
0.08 <25 1.0 <400 

A1-3(現況地表面) 
令和○年 

○月○日 
0.21 <25 1.3 <400 

A1-4(現況地表面) 
令和○年 

○月○日 
<0.005 <25 <0.08 <400 

A1-5(現況地表面) 
令和○年 

○月○日 
0.09 <25 <0.08 <400 

A1-6(現況地表面) 
令和○年 

○月○日 
0.18 <25 <0.08 <400 

A1-7、A1-8、A1-9 
(現況地表面) 

令和○年 

○月○日 
<0.005 <25 <0.08 <400 

基準値 
 

0.05 以下 250 以下 0.8 以下 4,000 以下 

第二溶出量基準値 1.5 以下  24 以下  

 ※ 黄色塗りつぶしは基準超過を示す。 

 

⑵ 排水経路等下 

区画名 
試料 

採取日 

六価クロム化合物 ふっ素及びその化合物 

土壌溶出量 
(mg/L) 

土壌含有量 
(mg/kg) 

土壌溶出量 
(mg/L) 

土壌含有量 
(mg/kg) 

A1-1(ピット下 GL-○m) 
令和○年 

○月○日 
<0.005 <25 <0.08 <400 

A1-2(ピット下 GL-○m) 
令和○年 

○月○日 
0.14 <25 <0.08 <400 

A1-3①(ピット下 GL-○m) 
令和○年 

○月○日 
0.87 320 1.5 <400 

A1-3②(排水経路下 GL-○m) 
令和○年 

○月○日 
1.6 430 2.8 <400 

A1-4(ピット下 GL-○m) 
令和○年 

○月○日 
<0.005 <25 <0.08 <400 

A1-5(ピット下 GL-○m) 
令和○年 

○月○日 
0.12 <25 <0.08 <400 

A1-6(ピット下 GL-○m) 
令和○年 

○月○日 
<0.005 <25 <0.08 <400 

A1-7(排水経路下 GL-○m) 
令和○年 

○月○日 
<0.005 <25 <0.08 <400 

A1-8(排水経路下 GL-○m) 
令和○年 

○月○日 
0.10 <25 <0.08 <400 

基準値  0.05 以下 250 以下  0.8 以下 4,000 以下 

第二溶出量基準値 1.5 以下  24 以下  

 ※ 黄色塗りつぶしは基準超過、赤字は第二溶出量基準超過を示す。 

  
・特定有害物質の種類ごと、試料採取位置ごとに記載してください。 

作成例 
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６ 調査結果（六価クロム化合物） 

 

 

  
・特定有害物質の種類ごと、試料採取位置ごとに記載してください。 

作成例 
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３ 土壌汚染対策法第３条第１項ただし書に基づく確認申請 

 ⑴ 概要 

   使用が廃止された有害物質使用特定施設に係る工場又は事業場の敷地であった土地につい

て、予定されている利用の方法からみて土壌の特定有害物質による汚染により人の健康に係

る被害が生ずるおそれがない旨の京都市長の確認を受けたときは、その状態が継続する間に

限り土壌汚染状況調査の実施が免除されます。 

 

 ⑵ 申請者 

   土地の所有者等（使用が廃止された有害物質使用特定施設に係る工場又は事業場の敷地で

あった土地の所有者、管理者又は占有者であって、当該有害物質使用特定施設を設置してい

た者又は法第３条第３項の規定により通知を受けた者） 

 

 ⑶ 申請期限 

ア 土地の所有者等が当該有害物質使用特定施設を設置していた者である場合 

有害物質使用特定施設の使用が廃止された日から起算して１２０日以内 

イ 土地の所有者等が法第３条第３項の通知を受けた者である場合  

当該通知を受けた日から起算して１２０日以内 

 

 ⑷ 提出書類 

１ 土壌汚染対策法第３条第１項ただし書の確認申請書（様式第３） 

２ 使用が廃止された有害物質使用特定施設の設置場所が分かる図面※ 

３ 法第３条第１項本文に規定する工場又は事業場の敷地であった土地及び同項ただし

書の確認を受けようとする土地の場所を明らかにした図面※ 

４ 特定有害物質を含む排水が流れる可能性のある排水経路を明らかにした図面※ 

５ （申請者と土地所有者が異なる場合）土地の掘削等を行うために必要な権原を有して

いることを証する書類（契約書、委任状、誓約書等） 

※ ２～４は必ずしも個別の書類である必要はありません。 

 

 ⑸ 記載事項（例） 

   「⑷ 提出書類」の１は P18、２～４は P19、20 を参照してください。 
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様式第三（第十六条第一項関係） 

 

土壌汚染対策法第３条第１項ただし書の確認申請書 

 

令和○年○月○日  

 

 （宛先）京都市長 
 

                                          京都市○○区○○町○番地 

                      申請者 株式会社○○○○ 

                                           代表取締役 ○○○○   

 

 

 土壌汚染対策法第３条第１項ただし書の規定による確認を受けたいので、次のとおり申請し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工場又は事業場の名称 株式会社○○○○ 本社工場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工場又は事業場の敷地で

あった土地の所在地 
京都市○○区○○町○番の一部 

使用が廃止された有害物質使用特定施設 

 

 

 

 

 

 

 

施設の種類  ６６ 電気メッキ施設 

施設の設置場所  別紙１のとおり 

廃止年月日  令和○年○月○日 

製造、使用又は処理

されていた特定有害

物質の種類 

 六価クロム化合物、ふっ素及びその化合物 

確認を受けようとする土

地の場所 

 京都市○○区○○町○番の一部 

 別紙２のとおり 

確認を受けようとする土

地について予定されてい 

る利用の方法 

 引き続き工場用地として利用する。 

  

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

 

 

別紙に記載し、添付してください。
（P19 参照） 

敷地であった土地の地番を全て
記載してください。 

確認を受けようとする土地の地番を
全て記載するとともに、別紙に図示
し、添付してください。（P20 参照）

作成例 

本人であることを確認するための書類 
（P2(3)参照）を添付してください。 
。 
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使用が廃止された有害物質使用特定施設の設置場所が分かる図面 

特定有害物質を含む排水が流れる可能性のある排水経路を明らかにした図面 

 

 

  

作成例 
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法第３条第１項本文に規定する工場又は事業場の敷地であった土地及び同項ただし書の確認を 

受けようとする土地の場所を明らかにした図面 

特定有害物質を含む排水が流れる可能性のある排水経路を明らかにした図面 

 

  
・地番も分かるように記載してください。 

作成例 
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４ 土壌汚染対策法第３条第７項に基づく土地の形質の変更届出 

 ⑴ 概要 

法第３条第１項ただし書の確認に係る土地について、当該土地の所有者等は、900 ㎡以上の

土地の形質の変更※をし、又はさせるときは、あらかじめ京都市長に届け出なければなりませ

ん。 

  ※ 土地の形質の変更とは、土地の形状を変更する行為全般をいい、土壌汚染状況調査の機

会をできる限り広く捉えようとする法の趣旨を踏まえ、いわゆる掘削と盛土の別を問いま

せん。 

 

 ⑵ 届出義務者 

   法第３条第１項ただし書の確認に係る土地の所有者等 

 

 ⑶ 届出期限 

   土地の形質の変更に着手する予定日より充分前まで 

 

 ⑷ 提出書類 

１ 一定の規模以上の土地の形質の変更届出書（様式第６） 

２ 土地の形質の変更をしようとする場所の付近見取図 

３ 土地の形質の変更をしようとする場所を明らかにした平面図、立面図及び断面図 

 

 ⑸ 記載事項（例） 

   「⑷ 提出書類」の１は P22、３は P23、24 を参照してください。 
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様式第六（第二十一条の二第一項、第二十三条第一項関係） 

 

一定の規模以上の土地の形質の変更届出書 

 

令和○年○月○日  

（宛先）京都市長 

                                          京都市○○区○○町○番地 

                      届出者 株式会社○○○○ 

                                           代表取締役 ○○○○    

土壌汚染対策法
第３条第７項

第４条第１項
の規定により、一定の規模以上の土地の形質の変更について、次の

とおり届け出ます。 

 土地の形質の変更の対象となる土地の所

在地 
 京都市○○区○○町○番の一部  

土地の形質の変更の場所  別紙のとおり 

土地の形質の変更の対象となる土地の面

積及び当該土地の形質の変更に係る部分

の深さ 

 ○○○○㎡（掘削○○○㎡、盛土○○○㎡） 

 最大掘削深度 ＧＬ－○○ｍ 

土地の形質の変更の着手予定日  令和○年○月○日 

法第３条第１項の

ただし書の確認を

受けた土地におい

て法第３条第７項

の規定による土地

の形質の変更をす

る場合 

工場又は事業場の

名称 
 株式会社○○○○ 本社工場 

工場又は事業場の

敷地であった土地

の所在地 

 京都市○○区○○町○番の一部 

現に有害物質使用

特定施設等が設置

されている工場又

は事業場の敷地に

おいて法第４条第

１項の規定による

土地の形質の変更

をする場合 

有害物質使用特定

施設が設置されて

いる工場又は事業

場の名称 

 

有害物質使用特定

施設の種類 
 

有害物質使用特定

施設の設置場所 
 

特定有害物質の種

類 
 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
 
 

形質変更の対象となる土地の地番を
全て記載してください。 

該当しない箇所は 
斜線を記載してください。

掘削範囲と盛土範囲それぞれの
面積を記載してください。 

法第 3 条第１項ただし書の確認通
知書に基づき記載してください。 

別紙に記載し、添付してください。
（P23、24 参照） 

作成例 

本人であることを確認するための書類 
（P2(3)参照）を添付してください。 
。 
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土地の形質の変更をしようとする場所を明らかにした平面図 

 

 

 
・地番も分かるように記載してください。 

作成例 
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土地の形質の変更をしようとする場所を明らかにした立面図及び断面図 

 

 

 

  

・土地の形質の変更をする前の地表面を明示してください。 

・最大掘削深度を含む断面図を含めてください。 

・立面図と断面図を兼ねている場合は、その旨を記載してください。 

作成例 
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５ 土壌汚染対策法第４条第１項に基づく土地の形質の変更届出 

 ⑴ 概要 

一定の規模（3,000 ㎡又は 900 ㎡※１）以上の土地の形質の変更を行う者は、当該土地の形

質の変更※２に着手する日の３０日前までに、京都市長に届け出なければなりません。 

※１ 現に有害物質使用特定施設が設置されている工場若しくは事業場の敷地又は法第３条

第１項本文に規定する使用が廃止された有害物質使用特定施設に係る工場若しくは事業

場の敷地（同項本文の報告をした工場若しくは事業場の敷地又は同項ただし書の確認を

受けた土地を除く。）の場合。 

  ※２ 土地の形質の変更とは、土地の形状を変更する行為全般をいい、土壌汚染状況調査の

機会をできる限り広く捉えようとする法の趣旨を踏まえ、いわゆる掘削と盛土の別を問

いません。 

 

 ⑵ 届出義務者 

   土地の形質の変更を行う者 

 

 ⑶ 届出期限 

   土地の形質の変更に着手する日の３０日前まで 

    

 ⑷ 提出書類 

１ 一定の規模以上の土地の形質の変更届出書（様式第６） 

２ 土地の形質の変更をしようとする場所の付近見取図 

３ 土地の形質の変更をしようとする場所を明らかにした平面図、立面図及び断面図※３ 

４ （土地の形質の変更をしようとする者が届出に係る土地の所有者等でない場合）登記

事項証明書その他の当該土地の所有者等の所在が明らかとなる書面 

５ （※１の場合）以下を明らかにした図面※３ 

・有害物質使用特定施設の設置場所 

・現に有害物質使用特定施設が設置されている工場若しくは事業場の敷地である土地

又は有害物質使用特定施設が設置されていた工場若しくは事業場の敷地であった土

地 

・特定有害物質を含む排水が流れる可能性のある排水経路 

※３ ３及び５は必ずしも個別の書類である必要はありません。 

 

 なお、法第４条第２項に基づき、当該土地の所有者等の全員の同意を得て、当該土地の土

壌の特定有害物質による汚染の状態について、あらかじめ指定調査機関に調査させて、土地

の形質の変更の届出に併せてその結果を提出することができます。その場合の提出書類は以

下のとおりです。 

６ 土壌汚染状況調査結果報告書（様式第７） 

７ 地歴調査に関する資料※４ 

①地歴調査結果報告書 

②根拠資料（私的資料、公的届出資料、一般公表資料） 
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③現地調査記録簿 

④聴取調査記録簿 

８ 土壌調査に関する資料※４ 

①土壌調査結果報告書 

②調査対象地の土壌の特定有害物質による汚染状態を明らかにした図面 

③濃度計量証明書 

④ボーリング柱状図 

⑤現場写真 

９ 地下水調査に関する資料（土壌溶出量基準を超過している場合）※４ 

①地下水調査結果報告書 

②濃度計量証明書 

③ボーリング柱状図 

④現場写真 

１０ （最大形質変更深さより１ｍを超える深さの位置について試料採取等の対象とし

なかった場合）試料採取等の対象としなかった深さの位置を明らかにした図面※４ 

１１ （該当する場合）土壌汚染状況調査の結果の提出に係る土地の所有者等の同意書 

※４ ７～１０は必ずしも個別の書類である必要はありません。 

 

 ⑸ 記載事項（例） 

   「⑷ 提出書類」の１は P27、３は P28、29、４は P30、５は P19、20、６は P33、７～９は

P5～16 を参照してください。 
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様式第六（第二十一条の二第一項、第二十三条第一項関係） 

 

一定の規模以上の土地の形質の変更届出書 

 

令和○年○月○日  

（宛先）京都市長 

                                          京都市○○区○○町○番地 

                      届出者 株式会社○○○○ 

                                           代表取締役 ○○○○    

土壌汚染対策法
第３条第７項

第４条第１項
の規定により、一定の規模以上の土地の形質の変更について、次の

とおり届け出ます。 

 土地の形質の変更の対象となる土地の所

在地 
京都市○○区○○町○番の一部 

市有地（未登記） 

 

土地の形質の変更の場所  別紙１のとおり 

土地の形質の変更の対象となる土地の面

積及び当該土地の形質の変更に係る部分

の深さ 

 ○○○○㎡（掘削○○○㎡、盛土○○○㎡） 

 最大掘削深度 ＧＬ－○○ｍ 

土地の形質の変更の着手予定日  令和○年○月○日 

法第３条第１項の

ただし書の確認を

受けた土地におい

て法第３条第７項

の規定による土地

の形質の変更をす

る場合 

工場又は事業場の

名称 
 

工場又は事業場の

敷地であった土地

の所在地 

 

現に有害物質使用

特定施設等が設置

されている工場又

は事業場の敷地に

おいて法第４条第

１項の規定による

土地の形質の変更

をする場合 

有害物質使用特定

施設が設置されて

いる工場又は事業

場の名称 

 株式会社○○○○ 本社工場 

有害物質使用特定

施設の種類 
 ６６ 電気メッキ施設 

有害物質使用特定

施設の設置場所 
別紙２のとおり 

特定有害物質の種

類 

 六価クロム化合物 

ふっ素及びその化合物 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
 
 

該当しない箇所は 
斜線を記載してください。

掘削範囲と盛土範囲それぞれの
面積を記載してください。 

該当しない場合は斜線を 
記載してください。 

形質変更の対象となる土地の地番を全て記載してください。
なお、未登記の場合は以下を参考に記載してください。 
（例）市有地（未登記）、国有地（未登記） 

別紙に記載し、添付してください。
（P28、29 参照） 

別紙に図示し、添付してくだ
さい。（P19、20 参照） 

作成例 

本人であることを確認するための書類 
（P2(3)参照）を添付してください。 
。 
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土地の形質の変更をしようとする場所を明らかにした平面図 

 

 ・敷地外も含め、土地の形質の変更を行う範囲を全て記載してください。 

・地番も分かるように記載してください。 

作成例 
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土地の形質の変更をしようとする場所を明らかにした立面図及び断面図 

 

 

  

・土地の形質の変更をする前の地表面を明示してください。 

・最大掘削深度を含む断面図を含めてください。 

・立面図と断面図を兼ねている場合は、その旨を記載してください。 

作成例 
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登記事項証明書その他の当該土地の所有者等の所在が明らかとなる書面 

（当該土地の所有者等の当該土地の形質の変更の実施についての同意書） 

 

 

 

令和○年○月○日   

 

 株式会社○○○○ 

 代表取締役 ○○○○ 様 

 

                                          京都市○○区○○町○番地 

                          ○○○○株式会社 

                                           代表取締役 ○○○○ 印 

                       

 

土地の形質の変更に係る同意書 

 

下記の土地の形質の変更について、実施することに同意します。 

 

記 

 

１ 土地の形質の変更の実施者 

株式会社○○○○ 

 

２ 土地の形質の変更の対象となる土地の所在地 

京都市○○区○○町 ○番 

 

３ 土地の形質の変更の着手予定日 

令和○年○月○日 

 

 

 

 

  

土地の形質の変更の対象となる土地のうち、 
同意者が所有する土地の地番を記載して 
ください。 

作成例 

代表者印を捺印してください。 

同意者の所在地を記載してください。 
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６ 土壌汚染対策法第３条第８項、第４条第３項又は第５条第１項に基づく命令に係

る土壌汚染状況調査の結果報告 

 ⑴ 概要 

   法第３条第８項、第４条第３項又は第５条第１項に基づく命令を受けた場合、同命令を受

けた土地の所有者等は、土壌汚染状況調査を実施し、その結果を京都市長に報告しなければ

なりません。 

 

 ⑵ 報告義務者 

   上記命令を受けた土地の所有者等 

 

 ⑶ 報告期限 

   上記命令の書面で示された期限 

 

 ⑷ 提出書類 

項目 書類 

共通 

１ 地歴調査に関する資料※ 

①地歴調査結果報告書 

②根拠資料（私的資料、公的届出資料、一般公表資料） 

③現地調査記録簿 

④聴取調査記録簿 

２ 土壌調査に関する資料※ 

①土壌調査結果報告書 

②調査対象地の土壌の特定有害物質による汚染状態を明らかにした

図面 

③濃度計量証明書 

④ボーリング柱状図 

⑤現場写真 

３ 地下水調査に関する資料（土壌溶出量基準を超過している場合）※ 

①地下水調査結果報告書 

②濃度計量証明書 

③ボーリング柱状図 

④現場写真 

法第３条第８項 

法第４条第３項 

１ 土壌汚染状況調査結果報告書（様式第７） 

２ （最大形質変更深さより１ｍを超える深さの位置について試料採

取等の対象としなかった場合）試料採取等の対象としなかった深さ

の位置を明らかにした図面※ 

法第５条第１項 １ 土壌汚染状況調査結果報告書（様式第８） 

※ 「共通」１～３及び「法第３条第８項、法第４条第３項」２は必ずしも個別の書類で

ある必要はありません。 
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 ⑸ 記載事項（例） 

   「⑷ 提出書類」の「共通」１～３は P5～16、「法第３条第８項、法第４条第３項」１は P33

を参照してください。 
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様式第七（第二十一条の六第一項、第二十五条の三第一項、第二十七条の二第一項関係） 

 

土壌汚染状況調査結果報告書 

 

令和○年○月○日  

（宛先）京都市長 

                                          京都市○○区○○町○番地 

                      報告者 株式会社○○○○ 

                                           代表取締役 ○○ ○○   

土壌汚染対策法 を行ったので、同項の規定により、次のとお

り報告します。 

 法第３条第８項又は第４条第３項の命令

を受けた年月日 
 令和○年○月○日 

 

土壌汚染状況調査を行った場所 
 京都市○○区○○町○番の一部 

別添「○○報告書」P○のとおり 

最大形質変更深さより１メートルを超え

る深さの位置について試料採取等の対象

としなかった場合はその旨、当該試料採

取等の対象としなかった深さの位置及び

特定有害物質の種類 

 

土壌溶出量基準又は土壌含有量基準に適

合していないおそれがある特定有害物質

の種類 

六価クロム化合物、ふっ素及びその化合物 

土壌汚染状況調査の結果  別添「○○報告書」P○のとおり 

分析を行った計量法第107条の登録を受

けた者の氏名又は名称 

 株式会社○○○○ 

 計量証明事業登録 京都府○○号（濃度） 

土壌汚染状況調査を行った指定調査機関

の氏名又は名称 

 株式会社○○○○ 

 指定番号 ○○○○-○-○○○○ 

土壌汚染状況調査に従事した者を監督し

た技術管理者の氏名及び技術管理者証の

交付番号 

 株式会社○○○○ ○○部 ○○○○ 

 技術管理者証交付番号 第○○号 

法第４条第２項の報告において土地の形

質の変更をしようとする者が土地の所有

者等でない場合にあっては、土地の所有

者等の氏名又は名称 

 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
 
 

第３条第８項の命令に係る調査 
第４条第２項の 調 査 
第４条第３項の命令に係る調査 

調査を行った土地の地番を 
全て記載してください。 

試料採取等対象物質を 
全て記載してください。 

該当しない箇所は 
斜線を記載してください。

作成例 

本人であることを確認するための書類 
（P2(3)参照）を添付してください。 
。 
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７ 土壌汚染対策法第７条第１項に基づく汚染除去等計画 

 ⑴ 概要 

   要措置区域内の土地の所有者等は、法第７条第１項に基づく指示を受けた場合、汚染除去

等計画を作成し、京都市長に提出しなければなりません。 

 

 ⑵ 提出義務者 

   上記指示を受けた者 

 

 ⑶ 提出期限 

   上記指示の書面で示された期限 

 

 ⑷ 提出書類 

１ 汚染除去等計画書（様式第９） 

２ 措置計画書※ 

３ （施行規則別表第８の１の項第２号、２の項、３の項、４の項第２号、５の項から７

の項まで又は１０の項第２号に規定するボーリングによる土壌の採取及び測定その他

の方法により、汚染除去等計画の作成のために必要な情報を把握した場合）汚染の除去

等の措置を講ずべき要措置区域内の土地の土壌の特定有害物質による汚染状態を明ら

かにした図面※ 

４ 汚染の除去等の措置を講ずべき要措置区域の場所及び実施措置の施行方法を明らか

にした平面図、立面図及び断面図※ 

５ （土壌汚染状況調査において最大形質変更深さより１ｍを超える深さの位置につい

て試料採取等の対象としなかった場合であって、当該深さの位置の土壌について汚染

の除去等の措置を講ずるとき）施行規則第３条から第１５条までに定める方法に準じ

た方法により、当該土壌の特定有害物質による汚染状態を明らかにした図面※ 

※ ２～５は必ずしも個別の書類である必要はありません。 

 

 ⑸ 記載事項（例） 

   「⑷ 提出書類」の１は P35～37、２～４は P38～43 を参照してください。 

  ※ 特に事例が多い措置「地下水の水質の測定」、「掘削除去」、「原位置浄化」及び「舗装」に

ついては、環境省 HP（https://www.env.go.jp/water/dojo/gl-man.html）で公開している

「土壌汚染対策法に基づく汚染除去等計画作成の手引き」（令和 3 年 8 月 30 日公開）にも

作成例が掲載されていますので、そちらも併せて参照してください。 

 

  



35 
 

 

 

様式第九（第三十六条の三第一項、第三十七条関係） 

（第１面） 

 

汚染除去等計画書（新規・変更） 

 

令和○年○月○日  

（宛先）京都市長 

                                         京都市○○区○○町○番地 

                     提出者 株式会社○○○○ 

                                          代表取締役 ○○○○    

 

 

 土壌汚染対策法       の規定による            について、次のとおり提出

します。 

 汚染の除去等の措置を講ずべき要措置区域の所

在地 
 京都市○○区○○町○番の一部 

 

 
指示措置  ○○○○ 

 

 実施措置  ○○○○ 
 

実施措置を選択した理由  別添「措置計画書」P○のとおり 

実施措置の着手予定時期  令和○年○月○日 

実施措置の完了予定時期  令和○年○月○日 

汚染の除去等の措置を

講ずべき要措置区域内

の土地の土壌の特定有

害物質による汚染状態

を把握した場合 

土壌汚染状況調査に準

じた方法による調査の

結果 

 別添「措置計画書」P○のとおり 

分析を行った計量法第

107条の登録を受けた

者の氏名又は名称 

 株式会社○○○○ 

 計量証明事業登録 京都府○○号（濃度） 

最大形質変更深さより

１メートルを超える深

さの位置について試料

採取等の対象としなか

った土壌について汚染

の除去等の措置を講ず

る場合 

土壌汚染状況調査に準

じた方法による調査の

結果 

 

分析を行った計量法第

107条の登録を受けた

者の氏名又は名称 

 

土壌溶出量基準に適合しない汚染状態にある土

壌が帯水層に接する場合にあっては、特定有害

物質等の飛散等を防止するために講ずる措置 

 別添「措置計画書」P○のとおり 

第７条第１項 

第７条第３項 

汚 染 除 去 等 計 画 

変更後の汚染除去等計画 

要措置区域の地番を 
全て記載してください。 

該当しない箇所は 
斜線を記載してください。

別添の計画書に記載してく
ださい。 

作成例 

本人であることを確認するための書類 
（P2(3)参照）を添付してください。 
。 
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 特定有害物質等の飛散等を防止するために講ず

る措置 
 別添「措置計画書」P○のとおり 

 

実施措置の施行中に特定有害物質等の飛散等が

確認された場合における対応方法 
 別添「措置計画書」P○のとおり 

 事故、災害その他の緊急事態が発生した場合に

おける対応方法 
 別添「措置計画書」P○のとおり 

 

土壌を掘削する範囲及び深さと地下水位との位

置関係 
 別添「措置計画書」P○のとおり 

要措置区域外から搬入された土壌を使用する場

合にあっては、当該土壌の汚染状態を把握する

ための調査における試料採取の頻度及び土壌の

使用方法 

 別添「措置計画書」P○のとおり 

一の土壌汚染状況調査により指定された他の要

措置区域から搬出された汚染土壌を使用する場

合にあっては、当該他の要措置区域の汚染状態

及び汚染土壌の使用方法 

 

 

 

 

（第２面） 
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（第３面） 

実施措置の種類  ○○○○ 

別表第七の上欄に掲げる実施措置の種類の区分に応じ、それぞれ同表の
中欄

下欄
に定める事項 

 
 一 ○○○ 

イ ○○○ 
  別添「措置計画書」P○のとおり 
 
ロ ○○○ 
  別添「措置計画書」P○のとおり 
 
ハ ○○○ 
  別添「措置計画書」P○のとおり 
 
ニ ○○○ 
  別添「措置計画書」P○のとおり 
 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 変更の場合にあっては、関係する欄の下部に変更後のものを記載し、上部に変更前

のものを（）書きすること。 

  

実施措置の種類の区分に応じ、施行規則別表第７の
項目ごとに記載してください。 
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  措置計画書（地下水の水質の測定の場合） 記載事項 

 

１ 概要 

 ⑴ 工場又は事業場の名称及び所在地（住居・地番表示） 

 ⑵ 要措置区域等の所在地（地番表示） 

   要措置区域等の場所が分かる付近見取図も記載してください。 

 ⑶ 工場又は事業場の面積、基準不適合区画の面積及び措置対象面積 

 ⑷ 措置の目的 

 ⑸ 措置の内容 

 ⑹ 措置実施者、土地の所有者等及び措置施工者 

 ⑺ 措置実施期間 

  ア 措置着手予定日、工事完了予定日及び措置完了予定日 

  イ 汚染土壌の搬出着手予定日及び搬出完了予定日 

  ウ 汚染土壌の運搬開始予定日及び運搬完了予定日 

  エ 汚染土壌の処理開始予定日及び処理完了予定日 

  施工内容ごとに工程が分かる工程表も記載してください。 

 ⑻ 準拠法令 

 

２ 土地の状況及び措置対象範囲 

 ⑴ 土壌汚染状況調査結果 

   基準不適合の特定有害物質の種類及び濃度並びに基準不適合の面積を整理してください。 

 ⑵ 詳細調査結果 

   基準不適合の特定有害物質の種類及び濃度、基準不適合の深度並びに準不透水層又は不透

水層の位置を整理してください。 

   土壌溶出量基準に適合しない場合、地下水の汚染状態も記載してください。 

 ⑶ 措置対象範囲 

   措置対象の範囲（面積、深度）、地下水位及び準不透水層又は不透水層の位置を整理して

ください。 

 

３ 措置の内容 

 ⑴ 措置方法の選定及びその理由 

 ⑵ 措置の施行方法及び施行の流れ 

   観測井を設置する地点及びその地点の設定理由、観測井の設置方法及び構造並びに分析項

目、期間及び頻度を記載してください。 

   汚染の除去等の措置を講ずべき要措置区域の場所及び実施措置の施行方法を明らかにした

平面図、立面図及び断面図を含めてください。 

   土壌を掘削する範囲及び深さと地下水位との位置関係を含めてください。 

   土壌溶出量基準に適合しない汚染状態にある土壌が帯水層に接する場合、平成３１年環境

作成例 
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省告示第５号に定める基準に適合する施行方法を記載してください。 

 ⑶ 埋戻し土壌の性状確認方法 

   埋戻しを行う場合、平成３１年環境省告示第６号に係る内容を記載してください。 

 ⑷ 措置実施中の管理方法 

   地下水の水質の測定結果について、報告方法等を記載してください。 

措置実施中に変更が生じた場合の対応を記載してください。 

   措置が長期にわたる場合、その期間の管理方法を含めてください。 

 

４ 汚染土壌の区域外搬出の内容 

 ⑴ 区域外搬出対象範囲 

   区域外搬出の範囲（面積、深度）及び土量を整理してください。 

 ⑵ 運搬フロー 

   汚染土壌を運搬する者の氏名又は名称、汚染土壌を処理する者の氏名又は名称、汚染土壌

を処理する施設の所在地、自動車等の所有者の氏名又は名称及び連絡先、積替施設の所在

地・所有者名又は名称・連絡先及び保管施設の所在地・所有者名又は名称・連絡先を含めて

ください。 

   再処理汚染土壌処理施設への搬出がある場合、２次運搬の内容を含めてください。 

 ⑶ 要措置区域等から汚染土壌処理施設までの運搬経路 

   敷地外の運搬経路だけでなく、敷地内の運搬経路も記載してください。 

 ⑷ 緊急時の対応 

   緊急連絡体制及び作業員への教育（事故等の対応、作業員の暴露及び運搬中の汚染拡散防

止）の内容を記載してください。 

 ⑸ 土壌汚染対策法施行規則第６５条各号への対応 

   施行規則第６５条各号への対応内容について、表形式で記載してください。 

 

５ 措置実施に伴う周辺環境保全対策 

 ⑴ 特定有害物質等の飛散等対策 

   特定有害物質を含む土壌及び排水等の飛散、揮散又は流出への対策の内容を記載してくだ

さい。 

 ⑵ 粉じん対策 

   粉じんモニタリングを行う場合、実施方法及び場所、管理値並びに管理値を超過したとき

の措置等を記載してください。 

 ⑶ 揮発性のある特定有害物質対策 

   揮発性のある特定有害物質がある場合、大気モニタリング等の対策の内容を記載してくだ

さい。 

 ⑷ 工事に伴う基準不適合土壌持ち出し防止対策 

   作業員や資材、車両等による持ち出し防止対策の内容を記載してください。 

 ⑸ 排水等対策 

   特定有害物質を含む排水、雨水及び湧水への対策の内容を含めてください。 

 ⑹ 騒音・振動・悪臭対策 
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 ⑺ 廃棄物対策 

 ⑻ その他工事に伴う対策 

   作業員等の安全管理の内容を含めてください。 

 ⑼ 実施措置の施行中に特定有害物質等の飛散等が確認された場合における対応方法 

 ⑽ 事故、災害その他の緊急事態が発生した場合における対応方法 

 

６ 施行管理体制 

  通常時及び緊急時について記載してください。 

 

７ 措置に係る記録の保管方法 

  工事完了報告及び実施措置完了報告に添付する資料を記載してください。 

 

添付資料 

 

資料１ 詳細調査結果報告書 

資料２ 使用予定の管理票の写し 

    汚染土壌の搬出に係る必要事項を記載してください。 

資料３ 汚染土壌の運搬の用に供する自動車等の構造を記した書類 

    自動車等への表示及び特定有害物質等の飛散等を防止する措置を含めてください。 

資料４ （運搬の過程において、積替えのために当該汚染土壌を一時的に保管する場合）当該保

管の用に供する施設の構造を記した書類 

資料５ 汚染土壌の処理を汚染土壌処理業者に委託したこと等を証する書類 

    搬出届出者と汚染土壌処理業者が直接契約せず他の業者が契約する場合、搬出届出者が

他の業者に委任したことを示す書類も添付してください。 

資料６ 土壌汚染対策法第２２条第１項の許可を受けた者の当該許可に係る許可証の写し 
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措置計画書（掘削除去の場合） 記載事項 

 

１ 概要 

 ⑴ 工場又は事業場の名称及び所在地（住居・地番表示） 

 ⑵ 要措置区域等の所在地（地番表示） 

   要措置区域等の場所が分かる付近見取図も記載してください。 

 ⑶ 工場又は事業場の面積、基準不適合区画の面積及び措置対象面積 

 ⑷ 措置の目的 

 ⑸ 措置の内容 

 ⑹ 措置実施者、土地の所有者等及び措置施工者 

 ⑺ 措置実施期間 

  ア 措置着手予定日、工事完了予定日及び措置完了予定日 

  イ 汚染土壌の搬出着手予定日及び搬出完了予定日 

  ウ 汚染土壌の運搬開始予定日及び運搬完了予定日 

  エ 汚染土壌の処理開始予定日及び処理完了予定日 

  施工内容ごとに工程が分かる工程表も記載してください。 

 ⑻ 準拠法令 

 

２ 土地の状況及び措置対象範囲 

 ⑴ 土壌汚染状況調査結果 

   基準不適合の特定有害物質の種類及び濃度並びに基準不適合の面積を整理してください。 

 ⑵ 詳細調査結果 

   基準不適合の特定有害物質の種類及び濃度、基準不適合の深度並びに準不透水層又は不透

水層の位置を整理してください。 

   土壌溶出量基準に適合しない場合、地下水の汚染状態も記載してください。 

 ⑶ 措置対象範囲 

   措置対象の範囲（面積、深度）、地下水位及び準不透水層又は不透水層の位置を整理して

ください。 

 

３ 措置の内容 

 ⑴ 措置方法の選定及びその理由 

 ⑵ 措置の施行方法及び施行の流れ 

   措置の施行内容が分かるように詳細に記載してください。 

   汚染の除去等の措置を講ずべき要措置区域の場所及び実施措置の施行方法を明らかにした

平面図、立面図及び断面図を含めてください。 

   土壌を掘削する範囲及び深さと地下水位との位置関係を含めてください。 

   土壌溶出量基準に適合しない汚染状態にある土壌が帯水層に接する場合、平成３１年環境

省告示第５号に定める基準に適合する施行方法を記載してください。 

作成例 
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 ⑶ 埋戻し土壌の性状確認方法 

   埋戻しを行う場合、平成３１年環境省告示第６号に係る内容を記載してください。 

 ⑷ 措置完了確認方法及び措置実施後の効果の維持の確認方法 

   掘削する範囲及び深さ等の管理方法を記載してください。 

   地下水の水質の測定を行う場合、観測井を設置する地点及びその地点の設定理由、観測井

の設置方法及び構造並びに分析項目、期間及び頻度を記載してください。 

 ⑸ 措置の終了後における当該土地の利用の方法 

   土地の利用の方法を明らかにした図面を含めてください。 

 ⑹ 措置実施中の管理方法 

   措置実施中に変更が生じた場合の対応を記載してください。 

   措置が長期にわたる場合、その期間の管理方法を含めてください。 

 

４ 汚染土壌の区域外搬出の内容 

 ⑴ 区域外搬出対象範囲 

   区域外搬出の範囲（面積、深度）及び土量を整理してください。 

 ⑵ 運搬フロー 

   汚染土壌を運搬する者の氏名又は名称、汚染土壌を処理する者の氏名又は名称、汚染土壌

を処理する施設の所在地、自動車等の所有者の氏名又は名称及び連絡先、積替施設の所在

地・所有者名又は名称・連絡先及び保管施設の所在地・所有者名又は名称・連絡先を含めて

ください。 

   再処理汚染土壌処理施設への搬出がある場合、２次運搬の内容を含めてください。 

 ⑶ 要措置区域等から汚染土壌処理施設までの運搬経路 

   敷地外の運搬経路だけでなく、敷地内の運搬経路も記載してください。 

 ⑷ 緊急時の対応 

   緊急連絡体制及び作業員への教育（事故等の対応、作業員の暴露及び運搬中の汚染拡散防

止）の内容を記載してください。 

 ⑸ 土壌汚染対策法施行規則第６５条各号への対応 

   施行規則第６５条各号への対応内容について、表形式で記載してください。 

 

５ 措置実施に伴う周辺環境保全対策 

 ⑴ 特定有害物質等の飛散等対策 

   特定有害物質を含む土壌及び排水等の飛散、揮散又は流出への対策の内容を記載してくだ

さい。 

 ⑵ 粉じん対策 

   粉じんモニタリングを行う場合、実施方法及び場所並びに管理値及び管理値を超過したと

きの措置等を含めてください。 

 ⑶ 揮発性のある特定有害物質対策 

   揮発性のある特定有害物質がある場合、大気モニタリング等の対策の内容を記載してくだ

さい。 

 ⑷ 工事に伴う基準不適合土壌持ち出し防止対策 
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   作業員や資材、車両等による持ち出し防止対策の内容を記載してください。 

 ⑸ 排水等対策 

   特定有害物質を含む排水、雨水及び湧水への対策の内容を含めてください。 

 ⑹ 騒音・振動・悪臭対策 

 ⑺ 廃棄物対策 

 ⑻ その他工事に伴う対策 

   作業員等の安全管理の内容を含めてください。 

 ⑼ 実施措置の施行中に特定有害物質等の飛散等が確認された場合における対応方法 

 ⑽ 事故、災害その他の緊急事態が発生した場合における対応方法 

 

６ 施行管理体制 

  通常時及び緊急時について記載してください。 

 

７ 措置に係る記録の保管方法 

  工事完了報告及び実施措置完了報告に添付する資料を記載してください。 

 

添付資料 

 

資料１ 詳細調査結果報告書 

資料２ 使用予定の管理票の写し 

    汚染土壌の搬出に係る必要事項を記載してください。 

資料３ 汚染土壌の運搬の用に供する自動車等の構造を記した書類 

    自動車等への表示及び特定有害物質等の飛散等を防止する措置を含めてください。 

資料４ （運搬の過程において、積替えのために当該汚染土壌を一時的に保管する場合）当該保

管の用に供する施設の構造を記した書類 

資料５ 汚染土壌の処理を汚染土壌処理業者に委託したこと等を証する書類 

    搬出届出者と汚染土壌処理業者が直接契約せず他の業者が契約する場合、搬出届出者が

他の業者に委任したことを示す書類も添付してください。 

資料６ 土壌汚染対策法第２２条第１項の許可を受けた者の当該許可に係る許可証の写し 
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８ 土壌汚染対策法第７条第９項に基づく工事完了報告及び措置完了報告 

 ⑴ 概要 

   法第７条第１項に基づき汚染除去等計画を提出した者は、当該計画に記載された実施措置

を講じたときは、その旨を京都市長に報告しなければなりません。 

 

 ⑵ 報告義務者 

   上記計画を提出した者 

 

 ⑶ 報告期限 

   措置又は工事が完了し次第、速やかに 

 

 ⑷ 提出書類 

１ （工事完了報告の場合）工事完了報告書（様式第１０） 

２ （措置完了報告の場合）実施措置完了報告書（様式第１１） 

３ （工事完了報告の場合）工事完了報告書※ 

４ （措置完了報告の場合）実施措置完了報告書※ 

５ 実施措置が講じられた要措置区域の場所及び実施措置の施行方法を明らかにした書

類及び図面※ 

※ ３～５は必ずしも個別の書類である必要はありません。 

 

 ⑸ 記載事項（例） 

   「⑷ 提出書類」の１は P45、46、２は P47、48、３～５は P49～51 を参照してください。 
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様式第十（第四十二条の二第二項関係） 

（表面） 

 

工事完了報告書 

 

令和○年○月○日  

（宛先）京都市長 

                                         京都市○○区○○町○番地 

                     報告者 株式会社○○○○ 

                                          代表取締役 ○○○○    

 

 

 土壌汚染対策法第７条第９項の規定により、土壌汚染対策法施行規則第42条の２第２項各号

に掲げる措置の実施が完了したので、次のとおり報告します。 

 要措置区域の所在地 京都市○○区○○町○番の一部 
 

実施措置の種類 ○○○○ 

実施措置の着手時期 令和○年○月○日 

規則第42条の２第２項各号に掲げ

る措置の実施が完了した時期 
令和○年○月○日 

要措置区域外か

ら搬入された土

壌を使用した場

合 

規則第40条第２

項第３号に定め

る方法による調

査の結果 

別添「工事完了報告書」P○のとおり 

分析を行った計

量法第107条の登

録を受けた者の

氏名又は名称 

 株式会社○○○○ 

計量証明事業登録 京都府○○号（濃度） 

軽微な変更を行った場合にあって

は、変更後の特定有害物質等の飛散

等を防止するために講じた措置 

別添「工事完了報告書」P○のとおり 

 

 

要措置区域の地番を 
全て記載してください。 

別添の報告書に記載してく
ださい。 

作成例 

本人であることを確認するための書類 
（P2(3)参照）を添付してください。 
。 
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（裏面） 

実施措置の種類  ○○○○ 

別表第九の上欄に掲げる実施措置の種類の区分に応じ、それぞれ同表の中欄に定める事項 

 
 ○ ○○○ 

イ ○○○ 
別添「工事完了報告書」P○のとおり 

 
ロ ○○○ 

別添「工事完了報告書」P○のとおり 
 
ハ ○○○ 

別添「工事完了報告書」P○のとおり 
 
ニ ○○○ 

別添「工事完了報告書」P○のとおり 
 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

 

 

  

実施措置の種類の区分に応じ、施行規則 
別表第９の項目ごとに記載してください。
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様式第十一（第四十二条の二第四項関係） 

（表面） 

 

実施措置完了報告書 

 

令和○年○月○日  

（宛先）京都市長 

                                         京都市○○区○○町○番地 

                     報告者 株式会社○○○○ 

                                          代表取締役 ○○○○    

 

 

 土壌汚染対策法第７条第９項の規定により、土壌汚染対策法施行規則第42条の２第４項に規定

する実施措置に係る全ての措置の実施が完了したので、次のとおり報告します。 

 

 
要措置区域の所在地 京都市○○区○○町○番の一部 

 
 

実施措置の種類 ○○○○ 

実施措置の着手時期 令和○年○月○日 

実施措置に係る全ての措置の

実施が完了した時期 
令和○年○月○日 

  
 

 

 

要措置区域の地番を 
全て記載してください。 

作成例 

本人であることを確認するための書類 
（P2(3)参照）を添付してください。 
。 
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（裏面） 

実施措置の種類  ○○○○ 

別表第九の上欄に掲げる実施措置の種類の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に定める事項 

 
 ○ ○○○ 

イ ○○○ 
別添「実施措置完了報告書」P○のとおり 

 
ロ ○○○ 

別添「実施措置完了報告書」P○のとおり 
 
ハ ○○○ 

別添「実施措置完了報告書」P○のとおり 
 
ニ ○○○ 

別添「実施措置完了報告書」P○のとおり 
 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

 

  

実施措置の種類の区分に応じ、施行規則 
別表第９の項目ごとに記載してください。
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実施措置完了報告書（掘削除去の場合） 記載事項 

 

１ 概要 

 ⑴ 工場又は事業場の名称及び所在地（住居・地番表示） 

 ⑵ 要措置区域等の所在地（地番表示） 

   要措置区域等の場所が分かる付近見取図も記載してください。 

 ⑶ 工場又は事業場の面積、基準不適合区画の面積及び措置対象面積 

 ⑷ 措置の目的 

 ⑸ 措置の内容 

 ⑹ 措置実施者、土地の所有者等及び措置施工者 

 ⑺ 措置実施期間 

  ア 措置着手予定日、工事完了予定日及び措置完了予定日 

  イ 汚染土壌の搬出着手日及び搬出完了日 

  ウ 汚染土壌の運搬開始日及び運搬完了日 

  エ 汚染土壌の処理開始日及び処理完了日 

  施工内容ごとに工程が分かる工程表も記載してください。また、予定と実績が分かるように

記載してください。 

 ⑻ 準拠法令 

 

２ 土地の状況及び措置対象範囲 

 ⑴ 土壌汚染状況調査結果 

   基準不適合の特定有害物質の種類及び濃度並びに基準不適合の面積を整理してください。 

 ⑵ 詳細調査結果 

   基準不適合の特定有害物質の種類及び濃度、基準不適合の深度並びに準不透水層又は不透

水層の位置を整理してください。 

   土壌溶出量基準に適合しない場合、地下水の汚染状態も記載してください。 

 ⑶ 措置対象範囲 

   措置対象の範囲（面積、深度）、地下水位及び準不透水層又は不透水層の位置を整理して

ください。 

 

３ 措置の内容 

 ⑴ 措置の施行方法及び施行の流れ 

   措置の施行内容が分かるように詳細に記載してください。 

   実施措置が講じられた要措置区域の場所及び実施措置の施行方法を明らかにした平面図、

立面図及び断面図を含めてください。 

   土壌を掘削した範囲及び深さと地下水位との位置関係を含めてください。 

   土壌溶出量基準に適合しない汚染状態にある土壌が帯水層に接する場合、平成３１年環境

省告示第５号に定める基準に適合する施行方法を記載してください。 

作成例 
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 ⑵ 埋戻し土壌の性状確認方法及び結果 

   埋戻しを行った場合、平成３１年１月環境省告示第６号に係る内容及びその結果を記載し

てください。 

 ⑶ 措置完了確認方法及び措置実施後の効果の維持の確認方法並びにその結果 

   掘削した範囲及び深さ等の管理方法並びにその結果を記載及び図示してください。 

   地下水の水質の測定を行った場合、観測井を設置した地点及びその地点の設定理由、観測

井の設置方法及び構造並びに分析項目、期間、頻度及びその結果を記載してください。 

 ⑷ 措置の終了後における当該土地の利用の方法 

   土地の利用の方法を明らかにした図面を含めてください。 

 ⑸ 行政による立入検査 

   立入検査時の指導内容等を記載してください。 

 

４ 汚染土壌の区域外搬出の内容 

 ⑴ 区域外搬出対象範囲 

   区域外搬出の範囲（面積、深度）及び土量を整理してください。 

 ⑵ 運搬フロー 

   汚染土壌を運搬した者の氏名又は名称、汚染土壌を処理した者の氏名又は名称、汚染土壌

を処理した施設の所在地、自動車等の所有者の氏名又は名称及び連絡先、積替施設の所在

地・所有者名又は名称・連絡先及び保管施設の所在地・所有者名又は名称・連絡先を含めて

ください。 

   再処理汚染土壌処理施設への搬出があった場合、２次運搬の内容を含めてください。 

 ⑶ 要措置区域等から汚染土壌処理施設までの運搬経路 

   敷地外の運搬経路だけでなく、敷地内の運搬経路も記載してください。 

 ⑷ 土壌汚染対策法施行規則第６５条各号への対応 

   施行規則第６５条各号への対応内容について、表形式で記載してください。 

 

５ 措置実施に伴う周辺環境保全対策 

 ⑴ 特定有害物質等の飛散等対策 

   特定有害物質を含む土壌及び排水等の飛散、揮散又は流出への対策の内容を記載してくだ

さい。 

 ⑵ 粉じん対策 

   粉じんモニタリングを行った場合、実施方法及び場所並びに管理値及び管理値を超過した

ときの措置等を記載してください。 

 ⑶ 揮発性のある特定有害物質対策 

   要措置区域等に揮発性のある特定有害物質を含む土壌等があった場合、大気モニタリング

等の対策の内容を記載してください。 

 ⑷ 工事に伴う基準不適合土壌持ち出し防止対策 

   作業員や資材、車両等による持ち出し防止対策の内容を記載してください。 

 ⑸ 排水等対策 

   特定有害物質を含む排水、雨水及び湧水への対策の内容を含めてください。 
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 ⑹ 騒音・振動・悪臭対策 

 ⑺ 廃棄物対策 

 ⑻ その他工事に伴う対策 

   作業員等の安全管理の内容を含めてください。 

 ⑼ 実施措置の施行中に特定有害物質等の飛散等が確認された場合における対応方法 

 ⑽ 事故、災害その他の緊急事態が発生した場合における対応方法 

 

６ 計画からの変更内容 

  当初計画からの変更内容、変更理由及び変更内容が施行規則第４０条に規定する技術的基準

に適合していることを、表形式で整理してください。 

 

７ 措置の実施結果 

  措置の実施結果について、総括を記載してください。 

 

添付資料 

 

資料１ 汚染除去等計画書の写し 

資料２ 汚染土壌の区域外搬出届出書の写し 

資料３ 埋戻し土壌に係る資料（要措置区域等外から搬入された土壌を使用した場合） 

 資料３－１ 地歴調査結果報告書 

 資料３－２ 計量証明書 

 資料３－３ 計量票 

資料４ 地下水の水質の測定に係る資料（地下水の水質の測定を実施した場合） 

 資料４－１ 柱状図 

 資料４－２ 計量証明書 

資料５ 区域外搬出土壌に係る資料（汚染土壌の区域外搬出を行った場合） 

 資料５－１ 汚染土壌の集計表 

    運搬日、計量票番号、管理票番号、重量等を整理してください。 

 資料５－２ 計量票 

 資料５－３ 管理票（Ｃ２票） 

 資料５－４ 汚染土壌の処理完了報告書 

資料６ 周辺環境保全対策に係る資料 

    排水等の分析を行った場合、計量証明書を添付してください。 

    産業廃棄物が発生した場合、マニフェストを添付してください。 

資料７ 工事写真 

    措置の施行内容が分かる程度に添付してください。また、掘削した範囲及び深さの測定

結果が分かる写真を含めてください。 

 写真の撮影場所が分かるよう、平面図で明示してください。 
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９ 土壌汚染対策法第１２条第１項に基づく形質変更時要届出区域における土地の

形質の変更届出 

 ⑴ 概要 

   形質変更時要届出区域内において土地の形質の変更をしようとする者は、当該土地の形質

の変更に着手する日の１４日前までに、京都市長に届け出なければなりません。 

 

 ⑵ 届出義務者 

形質変更時要届出区域内において土地の形質の変更をしようとする者 

 

 ⑶ 届出期限 

土地の形質の変更に着手する日の１４日前まで 

 

 ⑷ 提出書類 

１ 形質変更時要届出区域内における土地の形質の変更届出書（様式第１５） 

２ 工事計画書※ 

３ 土地の形質の変更をしようとする場所を明らかにした形質変更時要届出区域の図面※ 

４ 土地の形質の変更をしようとする形質変更時要届出区域の状況を明らかにした図面※ 

５ 土地の形質の変更の施行方法を明らかにした平面図、立面図及び断面図※ 

６ 土地の形質の変更の終了後における当該土地の利用の方法を明らかにした図面※ 

７ （土壌汚染状況調査において最大形質変更深さより１ｍを超える深さの位置につい

て試料採取等の対象としなかった場合であって、当該深さの位置の土壌について土地

の形質の変更をしようとするとき）施行規則第３条から第１５条までに定める方法に

準じた方法により、当該土壌の特定有害物質による汚染状態を明らかにした図面※ 

８ （自然由来等形質変更時要届出区域から搬出された自然由来等土壌を使用する場合）

次に掲げる書類及び図面※ 

 ⑴ 当該自然由来等形質変更時要届出区域が形質変更時要届出区域であって、当該土

地の土壌の特定有害物質による汚染状態が専ら自然又は専ら当該土地の造成に係る

水面埋立てに用いられた土砂に由来するものであることを明らかにした書類 

 ⑵ 当該自然由来等形質変更時要届出区域内の土地の土壌の特定有害物質による汚染

状態を明らかにした図面 

⑶ （土地の形質の変更をしようとする者が当該土地の所有者等でない場合）自然由来

等形質変更時要届出区域から搬出された自然由来等土壌を使用することについての

当該土地の所有者等の同意書 

※ ２～８は必ずしも個別の書類である必要はありません。 

 

 ⑸ 記載事項（例） 

   「⑷ 提出書類」の１は P53、２～６は P41～43、７は P5～16 を参照してください。 
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様式第十五（第四十八条第一項、第五十一条第一項及び第五十二条関係） 

 

形質変更時要届出区域内における土地の形質の変更届出書 

 

令和○年○月○日  

（宛先）京都市長 

                                         京都市○○区○○町○番地 

                     届出者 株式会社○○○○ 

                                          代表取締役 ○○○○    

 

 土壌汚染対策法第12条（第１項、第２項、第３項）の規定により、形質変更時要届出区域内に

おける土地の形質の変更について、次のとおり届け出ます。 

 
形質変更時要届出区域の所在地 京都市○○区○○町○番の一部 

 

土地の形質の変更の種類 ○○○○ 

土地の形質の変更の場所 別添「工事計画書」P○のとおり 

土地の形質の変更の施行方法 ○○○○ 

土地の形質の変更の着手予定日又は着手日 令和○年○月○日 

土地の形質の変更の完了予定日又は完了日 令和○年○月○日 

土地の形質の変更の施行中に地下水汚染の拡

大が確認された場合における対応方法 
別添「工事計画書」P○のとおり 

事故、災害その他の緊急事態が発生した場合に

おける対応方法 
別添「工事計画書」P○のとおり 

最大形質変更深さより

１メートルを超える深

さの位置について試料

採取等の対象としなか

った土壌について土地

の形質の変更をしよう

とする場合 

土壌汚染状況調査に準

じた方法による調査の

結果 

 

分析を行った計量法第

107条の登録を受けた

者の氏名又は名称 

 

自然由来等形質変更時要届出区域から搬出さ

れた自然由来等土壌を使用する場合にあって

は、当該自然由来等形質変更時要届出区域の所

在地 

 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
 

該当しない箇所は 
斜線を記載してください。

作成例 

本人であることを確認するための書類 
（P2(3)参照）を添付してください。 
。 
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１０ 土壌汚染対策法第１４条第１項に基づく指定の申請 

 ⑴ 概要 

土地の所有者等は、法第３条第１項本文及び第８項、第４条第３項本文並びに第５条第１

項の規定の適用を受けない土地（第４条第２項の規定による土壌汚染状況調査の結果の提出

があった土地を除く。）の土壌の特定有害物質による汚染の状況について調査した結果、当該

土地の土壌の特定有害物質による汚染状態が法第６条第１項第１号の環境省令で定める基準

に適合しないと思料するときは、京都市長に対し、当該土地を要措置区域等に指定をするこ

とを申請することができます。 

 

 ⑵ 申請者 

   土地の所有者等 

 

 ⑶ 申請期限 

   調査が終了し次第、速やかに 

 

 ⑷ 提出書類 

１ 指定の申請書（様式第２０） 

２ 申請に係る土地の周辺の地図※ 

３ 申請に係る土地の場所を明らかにした図面※ 

４ 申請に係る土地の土壌の特定有害物質による汚染状態を明らかにした図面※ 

５ 申請者が申請に係る土地の所有者等であることを証する書類 

６ （申請に係る土地に申請者以外の所有者等がいる場合）これらの所有者等全員の当該

申請することについての合意を得たことを証する書類 

７ 地歴調査に関する資料※ 

①地歴調査結果報告書 

②根拠資料（私的資料、公的届出資料、一般公表資料） 

③現地調査記録簿 

④聴取調査記録簿 

８ 土壌調査に関する資料※ 

①土壌調査結果報告書 

②濃度計量証明書 

③ボーリング柱状図 

④現場写真 

９ 地下水調査に関する資料（土壌溶出量基準を超過している場合）※ 

①地下水調査結果報告書 

②濃度計量証明書 

③ボーリング柱状図 

④現場写真 

※ ２～４、７～９は必ずしも個別の書類である必要はありません。 

 



55 
 

 ⑸ 記載事項（例） 

   「⑷ 提出書類」の１は P56、３は P8、４、７～９は P5～16、６は P57 を参照してくださ

い。  
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様式第二十（第五十四条関係） 

 

指定の申請書 

 

令和○年○月○日  

（宛先）京都市長 

                                         京都市○○区○○町○番地 

                     申請者 株式会社○○○○ 

                                          代表取締役 ○○○○    

 

 土壌汚染対策法第14条第１項の規定により、第６条第１項又は第11条第１項の規定による指定 

を受けたい土地があるので、次のとおり申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定を受けたい土地の所在地 京都市○○区○○町○番の一部 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請に係る調査における試料

採取等対象物質 
六価クロム化合物、ふっ素及びその化合物 

申請に係る調査の方法 別添「○○報告書」P○のとおり 

申請に係る調査の結果 別添「○○報告書」P○のとおり 

分析を行った計量法第107条 

の登録を受けた者の氏名又は

名称 

 株式会社○○○○ 

計量証明事業登録 京都府○○号（濃度） 

申請に係る調査を行った者の

氏名又は名称
 

 株式会社○○○○ ○○部 ○○○○ 

 技術管理者証交付番号 第○○号 

  

 

 備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

 

 

 

指定を受けたい土地の地番を 
全て記載してください。 

試料採取等対象物質を 
全て記載してください。 

作成例 

本人であることを確認するための書類 
（P2(3)参照）を添付してください。 
。 
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申請に係る土地の所有者等の当該申請することについての合意を得たことを証する書類 

 

 

 

令和○年○月○日   

 

 株式会社○○○○ 

 代表取締役 ○○○○ 様 

 

                                          京都市○○区○○町○番地 

                          ○○○○株式会社 

                                           代表取締役 ○○○○ 印 

                       

 

土壌汚染対策法第１４条第１項に係る合意書 

 

下記の土地について、土壌汚染対策法第１４条第１項に基づき申請することに合意します。 

 

記 

 

１ 土壌汚染対策法第１４条第１項に基づく申請者 

株式会社○○○○ 

 

２ 申請の対象となる土地の所在地 

京都市○○区○○町 ○番 

 

 

 

 

 

 

  

申請の対象となる土地のうち、同意者が所有
する土地の地番を記載してください。 

作成例 

代表者印を捺印してください。 
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１１ 土壌汚染対策法第１６条第１項に基づく汚染土壌の区域外搬出届出 

 ⑴ 概要 

要措置区域等内の土地の土壌を当該要措置区域等外へ搬出しようとする者は、当該汚染土

壌の搬出に着手する日の１４日前までに、京都市長に届け出なければなりません。 

 

 ⑵ 届出義務者 

要措置区域等内の土地の土壌を当該要措置区域等外へ搬出しようとする者 

 

 ⑶ 届出期限 

汚染土壌の搬出に着手する日の１４日前まで 

 

 ⑷ 提出書類 

１ 汚染土壌の区域外搬出届出書（様式第２６） 

２ 工事計画書※ 

３ 汚染土壌の場所を明らかにした要措置区域等の図面※ 

４ （土壌の特定有害物質による汚染状態が第二溶出量基準に適合しない土地とみなさ

れた要措置区域等において、ボーリングによる土壌の採取及び測定その他の方法によ

り搬出しようとする土壌が第二溶出量基準に適合することが明らかとなった場合）土

壌の採取を行った地点及び日時、当該土壌の分析の結果、当該分析を行った計量法第１

０７条の登録を受けた者の氏名又は名称その他の調査の結果に関する事項※ 

５ 搬出に係る必要事項が記載された使用予定の管理票の写し※ 

６ 汚染土壌の運搬の用に供する自動車等の構造を記した書類※ 

７ （運搬の過程において、積替えのために当該汚染土壌を一時的に保管する場合）当該

保管の用に供する施設の構造を記した書類※ 

８ （汚染土壌を処理する場合）次に掲げる書類※ 

⑴ 汚染土壌の処理を汚染土壌処理業者に委託したことを証する書類 

 ⑵ 汚染土壌の処理を行う汚染土壌処理施設に関する法第２２条第１項の許可を受け

た者の当該許可に係る許可証の写し 

９ （汚染土壌を法第１８条第１項第２号に規定する土地の形質の変更に使用する場合）

次に掲げる書類及び図面※ 

 ⑴ 自然由来等形質変更時要届出区域内の自然由来等土壌を、他の自然由来等形質変

更時要届出区域（以下「搬出先の自然由来等形質変更時要届出区域」という。）内の

土地の形質の変更に自ら使用し、又は他人に使用させる場所を明らかにした図面 

 ⑵ 自然由来等形質変更時要届出区域内及び搬出先の自然由来等形質変更時要届出区

域内の土地の土壌の特定有害物質による汚染の状況が施行規則第６５条の２に規定

する基準に該当することを証する書類 

 ⑶ 自然由来等形質変更時要届出区域内及び搬出先の自然由来等形質変更時要届出区

域内の土地の地質が施行規則第６５条の３に規定する基準に該当することを証する

書類 

 ⑷ 自然由来等形質変更時要届出区域内及び搬出先の自然由来等形質変更時要届出区



59 
 

域内の土地の土壌の特定有害物質による汚染が専ら自然又は専ら当該土地の造成に

係る水面埋立てに用いられた土砂に由来するものとして、施行規則第６５条の４に規

定する要件に該当することを証する書類 

 ⑸ （自然由来等形質変更時要届出区域内の自然由来等土壌を搬出先の自然由来等形

質変更時要届出区域内の土地の形質の変更に他人に使用させる場合）その旨を証する

書類 

１０ （汚染土壌を法第１８条第１項第３号に規定する土地の形質の変更に使用する場

合）次に掲げる書類及び図面※ 

 ⑴ 一の要措置区域から搬出された汚染土壌を他の要措置区域内の土地の形質の変更

又は一の形質変更時要届出区域から搬出された汚染土壌を他の形質変更時要届出区

域内の土地の形質の変更に自ら使用し、若しくは他人に使用させる場所を明らかにし

た図面 

 ⑵ 要措置区域及び搬出先の要措置区域又は形質変更時要届出区域及び搬出先の形質

変更時要届出区域が一の土壌汚染状況調査の結果に基づき指定された要措置区域等

であることを証する書類 

※ ２～１０は必ずしも個別の書類である必要はありません。 

 

 ⑸ 記載事項（例） 

   「⑷ 提出書類」の１は P60、２～８は P41～43 を参照してください。 
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様式第二十六（第六十一条第一項関係） 

 

汚染土壌の区域外搬出届出書 

 

令和○年○月○日  

（宛先）京都市長 
                                         京都市○○区○○町○番地 

                     届出者 株式会社○○○○ 

                                          代表取締役 ○○○○    

 

 土壌汚染対策法第16条第１項の規定により、要措置区域等から搬出する汚染土壌について、次の

とおり届け出ます。 

 汚染土壌の特定有害物質による汚染状態 六価クロム化合物（土壌溶出量基準不適合○～○mg/L） 

 

汚染土壌の体積 ○○○○㎥ 

汚染土壌の運搬の方法 陸運（自動車） 

汚染土壌を運搬する者の氏名又は名称 株式会社○○○○ 

汚染土壌の搬出の着手予定日 令和○年○月○日 

汚染土壌の搬出の完了予定日 令和○年○月○日 

汚染土壌の運搬の完了予定日 令和○年○月○日 

運搬の用に供する自動車等の使用者の氏名又は

名称及び連絡先 

株式会社○○○○ ほか○社 

詳細は別添「工事計画書」P○のとおり 

積替えを行う場所の所在地並びに所有者の氏名

又は名称及び連絡先（運搬の際、積替えを行う場

合に限る。） 

 

保管施設の所在地並びに所有者の氏名又は名称

及び連絡先（保管施設を用いる場合に限る。） 
 

汚染土壌を処理する場合 

 

要措置区域等の所在地 京都市○○区○○町○番の一部 

汚染土壌を処理する者の氏名又は名称 株式会社○○○○ 

汚染土壌を処理する施設の所在地 京都市○○区○○町○番の一部 

処理の完了予定日 令和○年○月○日 

汚染土壌を法第18条第１項第２号に規定する土地の形質の変更に使用する場合 

 

自然由来等形質変更時要届出区域の所在地  

土地の形質の変更をする形質変更時要届出区

域の所在地 
 

土地の形質の変更の完了予定日  

汚染土壌を法第18条第１項第３号に規定する土地の形質の変更に使用する場合 

 

要措置区域等の所在地  

土地の形質の変更を行う要措置区域等の所在

地 
 

土地の形質の変更の完了予定日  
   

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
  

該当しない箇所は 
斜線を記載してください。

作成例 

本人であることを確認するための書類 
（P2(3)参照）を添付してください。 
。 
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１２ 形質変更時要届出区域における工事完了報告及び措置完了報告 

 ⑴ 概要 

法第１２条第１項に基づき形質変更時要届出区域における土地の形質の変更届出を行った

者は、土地の形質の完了したときは、その旨を京都市長に報告してください。 

 

 ⑵ 報告者 

   上記届出を行った者 

 

 ⑶ 報告期限 

   工事や措置が完了し次第、速やかに報告してください。 

 

 ⑷ 提出書類 

   「８ 土壌汚染対策法第７条第９項に基づく工事完了報告及び措置完了報告」を参照して

ください。 

 

 ⑸ 記載事項（例） 

   「８ 土壌汚染対策法第７条第９項に基づく工事完了報告及び措置完了報告」を参照して

ください。 
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１３ 光ディスク提出書 

 ⑴ 概要 

施行規則第７７条第１項に基づき光ディスクの提出により、届出等を行う者は、必要とす

る書類を記録した光ディスクと光ディスク提出書（様式第３１）を併せて、京都市長に提出

してください。 

 

 ⑵ 提出者 

   上記のとおり光ディスクの提出により届出等を行う者 

 

 ⑶ 提出期限 

   各種届出等の期限を参照してください。 

 

 ⑷ 提出書類 

１ 光ディスク提出書（様式第３１） 

２ 届出等を記録した光ディスク※ 

 （提出する光ディスクは以下の構造のものに限ります。） 

  ・ 日本産業規格 X0606 及び X6282 又は X0606 及び X6283 に適合する直径 120 ㎜の

光ディスク 

  ・ 日本産業規格 X0609 又は X0611 及び X6248 又は X6249 に適合する直径 120 ㎜の

光ディスク 

  ※ 各種届出等の様式に必要事項を明示したものを作成し、手続に必要な添付資料等と併せ

て記録してください。 

 

 ⑸ 記載事項（例） 

   「⑷ 提出書類」の１は P63、２は P64 を参照してください。 
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申請者                 

届出者                 

報告者                 

提出者                 

 

 

様式第三十一（第七十七条関係） 

 

光ディスク提出書 

 

令和○年○月○日  

 

（宛先）京都市長 

 

 

                 

 京都市○○区○○町○番地      

 株式会社○○○○          

 代表取締役 ○○○○        

 

土壌汚染対策法第  条第  項の規定による報告、申請、届出又は計画の提出に

際し提出すべき書類（その添付図面及び添付書類を含む。）に明示すべき事項を記録し

た光ディスクを以下のとおり提出します。 

本提出書に添付されている光ディスクに記録された事項は、事実に相違ありません。 

 

１．光ディスクに記録された事項 

（ディスク１） 

 ・ 一定規模以上の土地の形質の変更の届出書（様式第６） 

 ・ 添付資料 土地の形質の変更をしようとする場所の付近見取図 

 （ディスク２） 

 ・ 添付資料 平面図、立面図及び断面図 

２．光ディスクと併せて提出される書類 

  ・ 当該土地の所有者等の当該土地の形質の変更の実施についての同意書 

 

 

 

 
備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 法令の条項については、当該報告、申請、届出又は計画の提出の根拠条項
を記載すること。 

３ 「光ディスクに記録された事項」の欄には、光ディスクに記録されている
事項を記載するとともに、二枚以上の光ディスクを提出するときは、光ディ
スクに整理番号を付し、その番号ごとに記録されている事項を記載すること。 

４ 「光ディスクと併せて提出される書類」の欄には、当該報告、申請、届出 
若しくは計画の提出の際に本提出書に添付されている光ディスクに記録され
ている事項以外の事項を記載した書類を提出する場合にあっては、その書類
名を記載すること。  

作成例 

本人であることを確認するための書類 
（P2(3)参照）を添付してください。 
。 

４ １ 

光ディスクに記録された届出等及びその添付資料の名称を記載

してください。また、記載した名称と光ディスクに保存された

ファイル名は一致させてください。（この欄に記載しきれない

場合は、記録された事項の一覧表を別紙で提出してください。）

光ディスク以外の提出書類の名称を記載
してください。 
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光ディスク作成時の留意事項 

 

○ 光ディスクに保存するデータファイル 

  光ディスクに保存するデータファイルはＰＤＦ形式にしてください。 

○ 提出が可能な光ディスクの規格 

  提出できる光ディスクの規格は次のとおりです。 

媒体   ＣＤ ※１   ＤＶＤ ※２ 

外形寸法 120 mm 

規格 ＣＤーＲ ＣＤーＲＷ ＤＶＤ－Ｒ ＤＶＤ－ＲＷ 

記録容量 650 MB または 700 MB 片面 4.70 GB 

記録形式 （ﾌｫｰﾏｯﾄ形式）ISO 9660 ※１ （ﾌｫｰﾏｯﾄ形式）UDF 2.01 ※２ 

※１ 日本産業規格X0606 及び X6282 又は X0606 及び X6283 に適合する直径 120 ㎜の光ディスク 
※２ 日本産業規格X0609 又は X0611 及び X6248 又は X6249 に適合する直径 120 ㎜の光ディスク 

○ 光ディスクのラベル面 

  提出する際は下記の内容を光ディスクのラベル面へ記載※のうえ、提出してください。 

  なお、手書きで記載する場合は油性マーカーを使用してください。 

 ※ 印字シールの使用については、読取る際に機器への影響が懸念されますので、専用シール

以外は控えてください。（光ディスク専用のラベルシールは問題ありません。） 

 ① 提出年月日 

 ② 記録されている届出等（条項、届出等） 

 ③ 報告者（申請者、届出者又は提出者）の氏名又は 

名称並びに法人にあっては、その代表者の氏名（様 

式第３１に記載されている氏名等を記載） 

 ④（２枚以上の光ディスクを提出する場合） 

整理番号（様式第３１に記載した番号に対応する 

番号） 

○ 注意事項 

 ① 提出された光ディスクは返却できません。 

  （同じ光ディスク等が必要な場合は、提出前に事前 

に複写しておいてください。） 

 ② 提出される光ディスクについては、提出の前に、 

記録したファイル等がコンピュータウイルスに感染 

していないことを十分に確認してください。 

  

作成例 

記載イメージ② 

記載イメージ① 
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【改訂履歴】 

版数 発行日 主な改訂内容 

初版 令和 2 年 3 月 2 日 初版発行 

第 2 版 令和 2 年 4 月 13 日 ・「日本工業規格」を「日本産業規格」に修正 

第 3 版 令和 3 年 1 月 22 日 ・ 各種届出等の様式を押印を省略する新様式に変更 

・ 押印に代わる本人確認の方法を記載 

第 4 版 令和 3 年 4 月 9 日 ・ 光ディスク提出書の概要等を追加 

・ 光ディスク提出書の作成例を追加 

・ 提出に使用できる光ディスクの説明を追加 

第 5 版 令和 4 年 2 月 17 日 ・ 環境省が公開している汚染除去等計画書の作成例の 

参照を追加 

第 6 版 令和 4 年 7 月 1 日 ・ 法第４条第１項の届出書の添付書類について、規則改正

に伴い一部変更 

第 7 版 令和 6 年 4 月 1 日 ・組織改正に伴う組織名称の変更 

 

 


